（様式３）

（宛先）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

広島市長

広島市水道事業管理者

　（本店）　 　　　　　　　　　　　　 　　　　
所在地又は住所
商号又は名称　　　　                   　　　
代表者職氏名                             　 
広島市評価事項の実績調書
　広島市評価事項の実績について

次の「広島市評価事項に関する取組状況」のうち、☑を記したものについては、実績があるため、評価を申請します。また、その実績を証する書類として別添のとおり提出します。
	評価対象の実績
	実績を証する書類として提出するもの

	□⑴　まちの美化活動の取組実績があること。

【評価対象の実績】

次のアからウまでのいずれか（☑を記したもの）について実績があります。
※５点（地元事業者（広島市建設工事競争入札取扱要綱第２条第６項に規定する地元業者をいう。以下同じ。）が該当する場合にあっては、８点）
	次のいずれかの書類を提出します。また、「クリーンボランティア事業」の支援を受けた事実に関し、事業の主管課に対し確認されることについて同意します。

	□ア　申請の日前５年以内に、「広島市環境美化功労者表彰」を受けています。
	ア　表彰状の写し

	□イ　申請の日前１年以内に、次の(ア)から(ｴ)までのうち、☑を記したものについて実績があります。
	イ　次の書類を提出します。

	□(ア)　「広島市まちの美化に関する里親制度」による清掃活動を行っています。
	(ア)　覚書及び里親活動報告書の写し

	□(イ)　「広島市クリーンボランティア支援事業」による清掃活動を行っています。
	(イ)　クリーンボランティア参加申込書及び活動記録簿（活動状況写真を含む。）（様式は任意）の写し

	□(ウ)　「広島県アダプト制度」による清掃活動による清掃活動を行っています。
	(ウ)　アダプト活動団体認定証、広島県アダプト制度に関する契約書及びアダプト活動記録簿（活動状況写真を含む。）の写し

	□(エ)　「国土交通省広島国道ボランティア・ロード」による清掃活動を行っています。
	(エ)　広島国道ボランティア・ロード協定書及び活動記録簿（活動状況写真を含む。）（様式は任意）の写し

	□ウ　申請の日前１年以内に、公共団体又は公共的団体が本市の区域内の公共の場所を対象として行った清掃活動に、事業所として２回以上参加した実績があります。

区　分

活　　動　　内　　容

１回目

事業名

主催者

期日

令和　　年　　月　　日

（活動時間約　　　　　）

場所

広島市　　　区　　　　町

概要

歩道・公園・河川・その他（　　　　　　　　）

事業所としての参加者数約（　　　　　）人

２回目

事業名

主催者

期日

令和　　年　　月　　日

（活動時間約　　　　　）

場所

広島市　　　区　　　　町

概要

歩道・公園・河川・その他（　　　　　　　　）

事業所としての参加者数約（　　　　　）人


	ウ　次のいずれかの書類を提出します。

・　感謝状の写し

・　お礼状の写し

・　清掃活動参加確認書（別紙参考様式１）

	□⑵　花と緑にあふれる美しいまちづくりの取組実績があること。

【評価対象の実績】

申請日において、「花と緑の広島づくりネットワーク」に登録し、かつ、次のアからウまでのいずれか（☑を記したもの）について実績があります。
※５点（地元事業者が該当する場合にあっては、８点）
	次のいずれかの書類を提出します。また、「花と緑の広島づくりネットワーク」に登録していること、又は「広島市グリーンパートナー事業」若しくは「広島市ふれあい樹林事業」に参加している事実に関し、事業の主管課に対し確認されることについて同意します。

	□ア　町内会、商店街振興組合等の地縁団体と協働して、地域における花壇づくりに取り組んでいます。
	ア　花壇づくり協働取組確認書（別紙参考様式２）

	□イ　「広島市グリーンパートナー事業（協賛金に係るものを除く。）」に参加し、花壇の維持管理を行っています。
	イ　活動記録簿（活動状況写真を含む。）（様式は任意）

	□ウ　「広島市ふれあい樹林事業」に参加し、緑地保全のための維持管理活動を行っています。
	ウ　活動記録簿（活動状況写真を含む。）（様式は任意）

	□⑶　「ひろしま型地域貢献企業」の認定を受けていること。
【評価対象の実績】

申請日において、申請事業者の、広島市の区域内に所在する建設業法上の営業所等が、「ひろしま型地域貢献企業」の認定を受けています。
※５点（地元事業者が該当する場合にあっては、８点）
	次の書類を提出します。

認定通知書の写し

	□⑷　子育て支援の取組実績があること。
【評価対象の実績】
次のアからウまでのいずれか（☑を記したもの）について実績があります。
※５点（地元事業者が該当する場合にあっては、８点）
	次のいずれかの書類を提出します。

	□ア　（常時雇用する労働者の数が１００人以下の事業主）一般事業主行動計画を策定しています。
	ア　所轄都道府県労働局長に提出した一般事業主行動計画の写し（受付印のあるもの）

	□イ　申請の日前５年以内に、「広島市安全なまちづくり功労表彰」を
□　受けています。
□　団体の構成員として受けています。
	イ　表彰状の写し（団体の構成員として受賞している場合にあっては、表彰状の写しに加えて、その団体の構成員である旨を証する代表者による証明書（様式は任意））



	□ウ　申請の日前５年以内に、内閣府の「子供と家族・若者応援団表彰」を受けています。
	ウ　表彰状の写し

	□⑸　男女共同参画の取組実績があること。
【評価対象の実績】
次のアからエまでのいずれか（☑を記したもの）について実績があります。
※５点（地元事業者が該当する場合にあっては、８点）
	次のいずれかの書類を提出します。

	□ア　（常時雇用する労働者の数が１００人以下の事業主）一般事業主行動計画を策定しています。
	ア　所轄都道府県労働局長に提出した一般事業主行動計画の写し（受付印のあるもの）

	□イ　申請の日前５年以内に、「広島市男女共同参画推進事業者表彰（一般表彰又は特別表彰）」を受けています。
	イ　表彰状の写し

	□ウ　申請の日前５年以内に、内閣府の「女性のチャレンジ賞」、「女性のチャレンジ支援賞」又は「女性チャレンジ賞特別部門賞」を
□　受けています。
□　代表者として受けています。
	ウ　表彰状の写し

	□エ　申請日において、建設業法第７条２号又は第１５条２号に規定する国家資格を有する女性技術者（役員である者及びこれらの規定に掲げる技術者となった後１年を経過しない者を除く。）を１年以上継続して雇用しています。
　　※　その女性技術者の国家資格に係る申請工種のみ加点する。
	エ　国家資格者証等の写し及び雇用関係を確認することができる書類（健康保険被保険者証等の写し）（保険者番号、被保険者等記号・番号等及び住所は黒塗り等によりマスキングすること。）

	□⑹　ビジネスと人権に関する取組実績があること。
【評価対象の実績】
ア又はイのいずれか（☑を記したもの）について実績があります。
※５点（地元事業者が該当する場合にあっては、８点）
	次のいずれかの書類を提出します。

	□ア　法務省の「Ｍｙじんけん宣言」を行っています。
	ア　「Ｍｙじんけん宣言」の写し

	□イ　国の「ビジネスと人権に関する行動計画」に基づき人権方針を定め、公開しています。
	イ　公開している人権方針の写し

	□⑺　若者の就業支援の取組実績があること。
【評価対象の実績】
ア又はイのいずれか（☑を記したもの）について実績があります。
※５点（地元事業者が該当する場合にあっては、８点）
	次のいずれかの書類を提出します。

	□ア　申請の日前２年以内に、地域若者サポートステーション事業実施要領に基づく地域若者サポートステーション事業（厚生労働省の行う事業）として、広島市の区域内に居住する若年無業者等を対象とした職場見学・就業体験を１回以上実施している実績があります。
	ア　職場見学・就労体験実施証明書（申請様式（様式４－１、４－２）により申請すること）

	□イ　申請の日前２年以内に、次の(ア)または(イ)のうち、☑を記したものについて実績があります。
	イ　次のいずれかの書類を提出します
・　大学、短期大学、高等学校等との間で締結したインターンシップの受入れに係る覚書、契約書等の写し
・　中学校等からの職場体験の受入れに係る依頼書の写し（申請事業者側における職場体験の受入れを確認した後に、中学校等が実施日、参加に係る学年等を記載した上で送付する依頼文書）
・　実習生の受入れに係る依頼文書、電子メールまたは就職活動サイト等の画面の写し（受入れ期間等の詳細が記載されていない場合は、受入れ期間や実習内容、参加する実習生の情報等が明記された資料を別途添付）

	□(ア)　学校教育法（昭和２２年法律第２６号）に規定する大学、短期大学、高等学校等（いずれも広島市の区域内に所在するものに限る。）のインターンシップ実習生を１回以上受け入れました。
	

	□(イ)　中学校等（広島市の区域内に所在するものに限る。）が実施する職場体験において、学生又は生徒による就業体験等を１回以上受け入れました。
	

	□⑻　広島市「女性と若者が輝く企業」の認定を受けていること。

【評価対象の実績】
申請日において、広島市「女性と若者が輝く企業」認定要領の規定に基づく認定を受けています。
※８点（地元事業者のみが該当）
	次の書類を提出します。

認定証の写し

	□⑼　失業者に関する雇用の取組実績があること。
【評価対象の実績】
申請の日前２年以内に、広島市の区域内に居住する失業者を次のいずれかに該当する労働者として採用し、申請日現在、雇用保険の被保険者として継続して雇用しています（２人以上あるときは、そのいずれかの者）。
※ア及びイのいずれにも該当する場合にあっては、申請事業者が希望したいずれか一方のみの加点とする。
	次の書類を提出します。
ア　雇用保険被保険者資格取得届出確認照会回答書又は雇用保険日雇労働被保険者手帳の写し
イ　労働条件通知書又は労働契約書の写し（フルタイム有期契約労働者の場合は、週所定労働時間が正社員と同一であることを証するもの（就業規則、給与規程等）を添付すること。）
ウ　健康保険被保険者証の写し（保険者番号及び被保険者等記号・番号は黒塗り等によりマスキングすること。）
エ　雇用保険資格取得等確認通知書（被保険者通知用又は雇用主通知用）又は雇用保険被保険者証の写し

	□ア　正社員として雇用しています。
※１０点（地元事業者が該当する場合にあっては、１５点）
	

	□イ　(ア)又は(イ)のいずれかの労働者として雇用しています。
※５点（地元事業者が該当する場合にあっては、８点）
	

	(ア)　短時間正社員として雇用
	

	(イ)　フルタイム有期契約労働者（労働契約の期間が継続して１２か月以上）として雇用
	

	□⑽　障害者に関する雇用の実績があること。
【評価対象の実績】
　基準日（申請日前直近の報告日の直近の６月１日において、障害者雇用促進法第４３条７項の規定による厚生労働大臣への報告義務がある場合は当該６月１日、当該報告義務がない場合は申請日。以下同じ。）において、
※ア又はイ（障害者雇用率）及びウのいずれにも該当する場合にあっては、申請事業者が希望したいずれか一方のみの加点とする。
	次のいずれかの書類を提出します。

	□ア　障害者雇用率が５．０％以上です。
※１０点（地元事業者が該当する場合にあっては、１５点）
	（ア）　厚生労働大臣への報告義務がある場合は、公共職業安定所に提出した「障害者雇用状況報告書」の写し
（イ）　厚生労働大臣への報告義務がない場合は、「障害者雇用状況調書（様式５）」

	□イ　障害者雇用率が２．５％以上５．０％未満です。
※５点（地元事業者が該当する場合にあっては、８点）
	

	□ウ　広島市障害者就労支援モデル事業所認定・顕彰制度実施要綱第２条第２号に定める基準を満たすものとして広島市障害者就労支援モデル事業所の認定を受けています。
※８点（地元事業者が該当する場合にあっては、１２点）
	申請日の属する年度の４月１日以降に発行された、認定証（新規又は継続）の写し


	□⑾　刑務所出所者等又は暴力団離脱者の雇用・支援の取組実績があること。
【評価対象の実績】
次のア又はイのいずれか（☑を記したもの）について実績があります。
※５点（地元事業者が該当する場合にあっては、８点）
	次のいずれかの書類を提出します。また、協力雇用主として登録されている事実に関し、広島市が広島保護観察所に対して確認すること又は暴力団離脱者社会復帰支援事業協力事業所として登録されている事実に関し、広島市が公益財団法人暴力追放広島県民会議に対して確認することについて同意します。

	□ア　申請日において広島保護観察所に協力雇用主として登録し、かつ、申請の日前２年以内に、次の(ｱ)及び(ｲ)のいずれか（☑を記したもの）について実績があります。
	

	□(ア)　広島市の区域内に居住・在住する保護観察者又は更生緊急保護対象者を雇用しています。
	(ア)　「保護観察対象者等雇用実績証明書（様式６）」

	□(イ)　広島市の区域内に居住・在住する保護観察者又は更生緊緊急保護対象者に対し、事業所見学会又は職場体験講習を実施しました。
	(イ)　「保護観察対象者等事業所見学会等実績証明書（様式７）」

	□イ　申請日において公益財団法人暴力追放広島県民会議が行う暴力団離脱者の社会復帰支援事業における協力事業所として登録されています。
	イ　公益財団法人暴力追放広島県民会議が発行する暴力団離脱者社会復帰支援事業協力事業所登録証明書の写し

	□⑿　災害時の地域貢献に関すること。
【評価対象の実績】
次のア又はイのいずれか（☑を記したもの）について実績があります。
※ア及びイのいずれにも該当する場合にあっては、申請事業者が希望したいずれか一方のみの加点とする。
	次のいずれかの書類を提出します。

	□ア　申請日において、広島市災害応急対策に係る協力事業者の登録等に関する要綱の規定に基づき、災害協力事業者として登録されています。
※５点（地元事業者が該当する場合にあっては、８点）
	ア（ア）　広島市危機管理室（平成２６年度までは消防局が所管）の受付印のある「広島市災害協力事業者登録申込書」の写し
（イ）　広島市危機管理室災害予防課（平成２６年度までは消防局防災課が所管）が発行する「広島市災害応急対策に係る協力事業者登録証明」の写し

	□イ　アに該当し、かつ、申請日の属する年度前５年度内において、広島市長又は広島市水道事業管理者が発注した災害関連工事（広島市長発注工事は予算科目の款が「災害復旧費」として計上されているもの又は広島市水道事業管理者発注工事は件名により災害関連工事であることが判別できるものに限る。）の受注実績があります。
※１０点（地元事業者が該当する場合にあっては、１５点）
	イ　ア（ア）又は（イ）の書類に加えて、次のいずれかの書類を提出します。
（ア）　広島市長発注工事の実績の場合は、災害関連工事の受注実績を確認するための工事設計書（予算科目の款が「災害復旧費」となっていることが確認できる部分）及び契約書（工事名、契約日、発注者及び受注者が確認できる部分）の写し
（イ）　広島市水道事業管理者発注工事の実績の場合は、契約書（工事名、契約日、発注者及び受注者が確認できる部分）の写し

	□⒀　消防団協力事業所として認定されていること。

【評価対象の実績】
申請日において、広島市消防団協力事業所表示制度実施要綱（平成２６年１１月１日施行）に基づき、消防団協力事業所として認定されています。
※５点（地元事業者が該当する場合にあっては、８点）
	次の書類を提出します。

認定時に交付される、表示証交付認定書の写し

	□⒁　ＩＳＯ１４００５の認証・登録を受けていること。
※ＩＳＯ１４００１に適合している旨の認証を受けていることについて、経営事項審査において評価されている場合を除く。
【評価対象の実績】
申請日において、申請事業者の、広島市の区域内に所在する建設業法上の営業所等（広島市長又は広島市水道事業管理者との契約に関し、請負契約の締結その他入札及び契約の相手方になろうとするものに限る。）が、公益財団法人日本適合性認定協会が認定した環境マネジメントシステム認証機関（ＩＳＯ１４００１に係る認証機関）が行うＩＳＯ１４００５の検査に合格し、その認証又は登録を受けています。
※５点（地元事業者が該当する場合にあっては、８点）
	次の書類を提出します。
ＩＳＯ１４００１に係る認証機関が発行する、検査に合格したこと、及び認証又は登録されていることが確認できる合格証の写しなど

	□⒂　建設業労働災害防止協会への加入

【評価対象の実績】
申請日において、申請事業者の、広島市の区域内に所在する建設業法上の営業所等が、建設業労働災害防止協会へ加入をしています。
※５点（地元事業者が該当する場合にあっては、８点）
	次の書類を提出します。
「建設業労働災害防止協会加入証明書」の写し


（参考様式１）

令和　　年　　月　　日

株式会社○○○

代表取締役　　○○　○○　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地　　○○○○○○○○

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団体名　　○○○○○○○○
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　○○　○○　　　　　 eq \o\ac(○,印)
清掃活動参加確認書

　貴社は、（○○○○（団体名））で実施した清掃活動に参加されました。

	事業名
	

	主催者
	

	参加時期
	令和　　年　　月　　日　～　令和　　年　　月　　日
　（活動時間　約　　　時間）

	参加場所
	

	参加内容
	歩道　・ 　公園 　・ 　河川 　・　その他（　　　　　　　　）

事業所としての参加者数　約　　　人




（参考様式２）

令和　　年　　月　　日

株式会社○○○

代表取締役　　○○　○○　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地　　○○○○○○○○

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団体名　　○○○○○○○○

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　○○　○○　　　　　 eq \o\ac(○,印)
花壇づくり協働取組確認書

　貴社は、当団体と協働して地域における花壇づくりに取り組まれています。

	協働取組

の内容
	

	取組場所
	

	取組時期
	令和　　年　　月　　日　～　令和　　年　　月　　日
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